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IT技術の発達に伴い、我々は情報インフラが提供するサイバー空間に多くを依拠するようになっている。

このため、多くの店舗・施設は交通利便性の高い地域に立地せずとも（フットルース化）、その広報や販

売業務に支障をきたさない状況が生まれている。一方、情報インフラも想定外の事由により、利用できな

い状況が発生し得る。本研究ではそのようなサイバーリスクが果たしてどれだけ認識されているのかをネ

ット調査を通じて初めて明らかにした。調査の結果、サイバーリスクに対する認識は全体的に非常に低い

ことが示された。また、交通利便性の低い地域に立地する店舗・施設は、サーバーリスクが顕在化した際

により深刻な影響を受けると考えられるが、立地点の交通利便性によってリスク認識に有意差がないこと

が明らかとなった。 
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1. はじめに

IT 技術の進展に伴い，一般市民によるインターネッ

ト利用が，近年急速な広がりを見せている．このような

インターネットの普及により，人々は時間・場所に関わ

らず諸活動を行うことができるようになった．その一つ

の結果として，人々の購買行動にも大きな変革が生じて

いる．経済産業省が行った「平成 25 年度わが国経済社

会の情報化・サービス化に係る基盤整備(電子商取引に

関する市場調査)」1)から，消費者向け電子商取引の市場

規模は 11.2兆円となり，過去 5年間で継続的に上昇して

いることがわかっている．また店舗や施設によっては，

例えばソーシャルネットワーキングシステム(SNS)
 2)を用

いて，気軽に情報発信を行うなど，その広報にもインタ

ーネットの積極的利用が見られる．このような情報イン

フラの発達に伴い，サイバー上の新たな空間の利便性が

高まるにつれ，実空間上では交通利便性の悪い，立地上

不利な位置にある店舗や施設でも，販売・集客業務を行

う上でのハンディが軽減されている．これら情報インフ

ラの発達は，店舗や施設がどこにでも立地できるという

フットルース化を促進する上で中心的な役割を果たして

いる． 

 一方で店舗や施設などの集客施設が情報インフラを利

用するにあたっては，様々なリスクも増加している．IT

技術の進展は，ウィルスの発生などを一部減少させてい

ると言われているが 3），警察庁調査では，サイバー犯

罪検挙件数が過去 10年で 3倍以上増加し，平成 25年に

年間 6,000 件以上もの犯罪件数を記録している 3）．また，

そもそも情報インフラの歴史自体がまだ極めて浅いため，

いわゆる想定外リスクとして何がありえるのかというこ

とも我々は十分には認識できていない．例えばクラウド

システムの復旧不可能な損壊や大規模なサイバーテロ，

稀少金属の資源枯渇に伴うスマートフォンの価格高騰，

社会体制の変化に伴うネット利用の制限など，そのリス

クは未知数である． 

 既に我々の生活は情報インフラが提供するサイバー空

間に大きく依存している．その中でサイバー空間利用者

はどの程度サイバーリスクを認識しているのかはよくわ

かっておらず，何らかの対策を講じていく上でその実態

を知ることはまず最初に必要なステップといえる．理論

的に考えれば，フットルース化した交通不便地区ほどサ

イバー空間への依存比率が実空間に比して高くなってい
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ることが考えられる．何らかの事由により，2011 年の

東日本大震災で交通インフラや都市基盤が受けたような

想定外被害がもし情報インフラに及ぶことがあれば，そ

のダメージはサイバー空間に依存した場所ほど致命的に

なることが類推される．一方で，実空間での交通利便性

が高い地区であれば，サイバー空間でのダメージが大き

くともその総体としての影響は相対的に小さいものにな

ろう． 

本研究では上記のような近未来に発生し得る深刻な課

題に対する問題意識のもとで，都市活動の実態としての

サイバー依存状況とサイバーリスク認識の実態を明らか

にすることを目的とする．具体的な都市活動として，都

市の基本的な経済活動要素で集客機能を有する店舗・施

設に着目し，その経営の成否に大きく関わる広報業務・

販売業務を対象とする．さらに，その立地点における実

空間での交通利便性との対応を簡便な指標を通じて確認

することで，情報インフラ拡充の元でフットルース化が

進む社会での新たなリスク認識に関する課題を浮き彫り

にする． 

2. 本研究の内容と特長

(1)  既存研究の整理 

サイバー化に言及した初期の研究として，Brotchie
4)な

どがあげられる．そこでは，情報インフラの普及が空間

抵抗を低下させるため，店舗や施設などのフットルース

化が進捗し，同時に広報や販売などにコストがかからな

くなるため，小さな組織が相対的に有利となることが予

言されている（本稿ではこのような考え方を便宜的に

「古典的定説」と呼ぶ）．実際に情報インフラの整備が

進んで以降，店舗立地のフットルース化の実態は現象と

して既に捉えられている5)．また消費者側の買い物行動

に着目し，サイバー空間での購入に移行しやすい商品の

特性等を明らかにした研究6,7)が見られる．さらにIT技術

の発達による企業内立地行動の変化に関する研究8)や，

インターネットの利用が人々の生活圏域に与える影響を

把握した研究9)も展開されている．一方で情報工学の観

点からは，サイバーリスクへの対策方法に関する研究も

いくつか行われている10)．以上のように，情報インフラ

整備が都市や人に及ぼす影響に関しては，研究蓄積が進

みつつあるが，サイバー空間依存のリスク認識とその空

間的視点からの検討の意義について言及し，実際にその

実態を研究した例は見当たらない． 

(2) 本研究の内容 

本研究では，まず３．において調査（Web アンケー

ト）の概要について説明する．あわせて，交通利便性の

評価指標として公共交通の利便性評価に重点を置いた

IMMR 指標を用いることとし，その詳細を説明する．

次に，４.において各店舗・施設の広報業務と販売業務

に着目し，それぞれのサイバー化がどの程度進捗してい

るか，そしてそれが立地点の公共交通利便性とどのよう

な対応関係にあるかを明らかにする．さらに５.におい

て，各店舗・施設のサイバーリスクに対する認識の実態

を把握するとともに，公共交通利便性や個人のサイバー

利用の程度，また店舗・施設のサイバー空間への依存の

程度によって，その認識状況が異なるのかどうかを明ら

かにする．最後に６.において得られた成果と今後の課

題について述べる． 

(3) 本研究の特長 

本研究は以下のような特長を有する． 

1)サイバー化に関する課題の中で，これまで議論される

ことの少なかったサイバーリスクとその空間的な認知

特性に着目した初めての研究で，明確な独自性を有し

ている．  

2)情報インフラの急激な発展・拡充に伴い，想定外リス

クが顕在化した場合の影響度は日増しに膨らんでいる．

このような特殊な研究対象の性格上，今実施しなけれ

ばならない適時性・緊急性の高い研究である． 

3)対象となった店舗・施設の立地点をすべて調べ，実際

の都市空間と綿密に対応したデータ整備を行うことで，

信頼性の高い検討を行っている． 

4)分析の結果，古典的な定説とは異なる知見が初めて得

られるとともに，今後の新たな研究領域の存在が示唆

され，新規性と発展可能性の両面を有する内容となっ

ている． 

3. 使用データの概要

項目 調査対象
有効

サンプル数
主な調査項目

WAVE1
全国に在住する
楽天リサーチ会員

18,572
・ネット広報・ネット以外
の広報頻度
・施設のジャンル

WAVE2

WAVE1の結果から
対象店舗・施設の
ジャンルにおいて
広報(実空間・サイ
バー空間上を問わ
ず)を行っている者

500

・施設の立地場所
・ネット広報における
デメリット
・ネット通販割合

調査日

調査方法

2014年 10/9(木)  ～10/14(火)

Web調査 (楽天リサーチ)

表－1 Webアンケート調査概要 
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(1)  Webアンケート調査の概要 

本研究では，先述したように，店舗・施設の売上に影

響を与える業務において，どの程度インターネットを利

用しているかを明らかにする必要がある．このため，本

研究ではネット上で広報を行っている店舗や施設を対象

として表－1に示すWebアンケートを実施した．ちなみ

に，広報に加えてネットを通じて小売り販売業務を行っ

ている店舗だけでもわが国には 2万店舗以上が存在し，

対前年比で約 55%の伸びとなっている 11)．  

また，本調査ではサイバーリスクに対する認識を問う

内容であるため，Webアンケートの利点を活かして各店

舗・施設に勤める者に直接回答してもらう形をとった．

具体的には実質的な分析対象とするサンプルを絞り込む

ため，段階的調査(WAVE1と WAVE2)を行っている．そ

の過程で，特性が異なると考えられる対象店舗・施設ジ

ャンルのサンプルコントロール（層別抽出）を，実際の

店舗・施設数も配慮しながら表－2 に示す通り実施して

いる．なお，広報業務については，どれだけ頻繁にその

内容を更新し，新たな広告を発信し続けているかという

ことが一つの評価のポイントとなる．このため，SNSや

動画・写真の公開等通じて動的に情報更新を行っている

「ネット広報更新有」群と，ホームページだけを通じて

静的な広報を行っている「ネット広報更新無」群に分け

て層別抽出を実施している． 

また店舗・施設のサイバー空間依存状況を示す指標と

して，ネットが利用できなくなった際に，経営上の損害

に直結するものを見る必要がある．本研究では顧客に直

接的にアプローチし，売上に大きく影響を与えると考え

られる，広報業務と販売業務に着目し，これらが各店

舗・施設ごとにどの程度サイバー上に依存しているかを

判断指標として用いることとする．まず広報業務につい

ては，Webアンケートではサイバー空間上と実空間上そ

れぞれにおける広報更新頻度も尋ねており，「両空間の

広報更新頻度に占めるネット広報更新頻度の割合」を，

「ネット広報割合」と定義する．同様に，「店舗・施設

の売上全体に占める，ネット通販の売上の割合」を尋ね

ており，これを本研究においては「ネット通販割合」と

定義する． 

(2)  IMMR指標の概要 

先述したように，本研究ではサイバー化の現状やサイ

バーリスクに対する認識を把握するにあたり，その店

舗・施設の立地点における公共交通利便性を個々に判断

できるようにする．特にフットルース化は，公共交通な

どのまち中の利便性を前提としない動きであるため，こ

こでは公共交通による利便性をポイントベースで簡便に

比較評価できる IMMR指標(Index for Mobility Manage-

ment by Railways)13）を用いることとする． 

IMMR 指標の計算は，以下の式(1)で表される．まず

最寄り駅までの道のり距離(徒歩での所要時間)と鉄道運

行頻度(駅での平均待ち時間)を同等に評価し，逆数を取

る．最寄り駅に通っている全ての鉄道(地下鉄・路面電

車を含む)毎に計算した IMMR値の合計値が，その地点

の IMMR 値となる．例えば，東京駅から 300m の距離

にある店舗・施設は，IMMR値が 2.0となる．この数値

が大きいほど，利便性が高いことを意味し，実感として

のその場所の公共交通利便性を感覚的に表現するのに適

した指標であるといえる．  

 ：歩速(m/min) (本研究ではα= 80とする) 

 n：平均鉄道本数(10時-15時)(本/時) 

 d ：対象店舗・施設から駅までの道路距離(m) 

4. サイバー化の現状と公共交通利便性

(1)  ネット広報にみる現状 

先述したように，店舗や施設の提供するサービスの内

容によって，サイバー空間の利用状況は大きく異なるこ

とが考えられる．このため，本章では店舗・施設をその

特性の異なるジャンルに分け，それぞれのサイバー化の

現状とその公共交通利便性との対応について把握する． 

まず店舗・施設ジャンルごとのネット広報割合と

IMMR 指標の散布図を，図－1 から図－4 に示す．なお

この図で対象としているのは，本分析の趣旨に対応する

「ネット広報更新有」群である．この図から以下のこと

が考察できる． 

1)いずれのジャンルにおいてもネット広報割合の中央値

は 80%を越えており，ネット広報を更新している店

舗・施設については，広報全体に占めるネット利用の

(1) IMMR 











30

2

60

1

nd

n

nd

広報施策 店舗・施設ジャンル
回収

サンプル数

小売店 200
飲食店 66
教育・文化・集会施設 66
レジャー・サービス施設 68
小売店 50
飲食店 16
教育・文化・集会施設 16
レジャー・サービス施設 18

ネット広報
更新有

ネット広報
更新無

表－2 広報施策，店舗・施設ジャンル別 

回収サンプル数(WAVE2) 

第 52回土木計画学研究発表会・講演集

 1979



比重が非常に大きいことがわかる．リスクが顕在化し

た場合にこれらの店舗・施設が広報面で受ける影響は

決して少なくないことが類推される． 

2)ジャンル別に見れば，飲食店とその他全ての店舗・施

設との間にネット広報割合に有意な差が見られた．具

体的には，他の店舗・施設ジャンルと比較して，飲食

店は，広報をネットに依存した店舗が多いと言える． 

3)図－1から図－4を概観すると，IMMR指標の高い店

舗・施設では，ネット広報割合の少ないところはあま

り見られない．公共交通利便性の高いところに立地す

る店舗・施設のサイバー空間依存はそうでない箇所の

店舗・施設と比較して，広報ベースではむしろ相対的

に高くなっているといえる．フットルース化したとこ

ろでサイバー依存が生じ，まち中では実空間に依存す

るという古典的な定説はこの図からは読み取れず，む

しろ上記したような逆の傾向がある事がわかる． 

(2)  ネット通販にみる現状 

続いて店舗・施設ジャンルごとのネット通販割合と

IMMR 指標の散布図を，図－5 から図－8 に示す．本節

においては，ネット通販を実施している群に限り，分析

を行っている．これらの図から以下のことが考察できる． 

1)小売店舗，飲食店，文教施設などのネット通販割合の

0
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図－1 小売店舗における IMMR

とネット広報割合の分布図(n=200) 

図－2 飲食店における IMMRと

ネット広報割合の分布図(n=66) 
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図－3 文教施設における IMMR

とネット広報割合の分布図(n=66) 
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図－4 レジャー・観光施設における

IMMRとネット広報割合の分布図 

(n=68) 
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図－5 小売店舗における IMMR

とネット通販割合の分布図

(n=160) 

図－6 飲食店における IMMRと

ネット通販割合の分布図(n=31) 

IMMR ■：中央値 

ネ
ッ
ト
通
販
割
合(%

) 

■：中央値 

ネ
ッ
ト
通
販
割
合(%

) 

IMMR 

図－7 文教施設における IMMR

とネット通販割合の分布図(n=35) 

図－8 レジャー・観光施設における

IMMRとネット通販割合の分布図(n=46) 
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中央値は 10%程度であり，全体的に見て売上の全体

に占める割合はそれほど高くない．ネット広報と比較

すると，リスク顕在化時のダメージは相対的に少ない

ようにも見えるが，売り上げに直接関わるため，その

比重の高い店舗・施設にとっては致命的影響を及ぼす

可能性もある． 

2)レジャー・観光施設のみネット通販割合が 40%弱の中

央値となっており，他の店舗・施設よりもネット通販

に軸足をうつしているといえる．ネット上での施設チ

ケットの購入やカード決済が，近年主流となっている

ことが，この原因として考えられる． 

3)図－1 から図－4 の分布状況と重ねると，広報が図の

左上に分布が偏るのに対し，通販では左下に偏る傾向

が見られる．また，広報と比較すると通販の方は

IMMR 指標値が大きくても通販割合は必ずしも高く

ならないことがわかる．公共交通利便性の高い場所で

はやはり実空間で販売することのメリットが相対的に

大きいことが観察できる． 

4)ネット広報・通販いずれの割合も高く，その一方で

IMMR指標の低い店舗・施設がいくつか見られた．例

えば交通不便地に立地しているIMMR0.03の酒店では，

広報はネットに96%依存しており，また売上の80%を

ネット通販が占めている現状にある．このような店舗

は，サイバー空間に活動の軸足を移したことで諸費用

を抑えた経営を行っていると類推される．一方でサイ

バーリスクが顕在化した際には，活動のための手足が

無くなってしまうという課題を内在した店舗であると

いえる． 

5. サイバーリスクに対する認識の実態

(1)  サイバーリスク認識の全体像 

多岐にわたる想定外事象についてアンケート調査を通

じ，水準を揃えて回答者に理解してもらうことは極めて

困難である．このため，本章ではサイバーリスクの中で

も比較的身近で，共通の理解が可能なネット犯罪による

サイバーリスクについてその結果を報告する． 

まず，図－9は，ネット広報というものが有するデメ

リットにそもそもどのような要素があると認識している

かに関する回答である．他の様々なデメリットと比較す

ると，サイバーリスク（ネット犯罪等のリスク）に対す

る認識が，最も低いことがわかる．また，興味深い結果

として，一般的に小さな組織に活用メリットがあるとさ

れるネット広報について，逆に大きな会社に負けるとい

うデメリットが指摘されている．４.の分析で示された，

むしろフットルース化していない公共交通利便性の高い

地点でネット広報の比重が高かったということもあわせ

ると，サイバー空間活用における古典的定説（小さなフ

ットルース化した組織が有利になる）とは逆の結果がむ

しろ読み取れる． 

 (2)  フットルース化とサイバーリスク認識の関連性 

常識的に考えれば，「サイバーリスクが顕在化した際

に実空間に頼ることが難しい（＝公共交通利便性の低い

場所に立地している）店舗・施設の方がサイバーリスク

を日頃からより認識している」と考えるのが自然である．

この仮説を帰無仮説とし，独立性の検定を行った．ここ

では実空間の公共交通利便性の代理指標として IMMR

について 0.15 をしきい値としたケースを例示する．ち

なみにこの数値は，20 分に 1 本鉄道が停まる駅から，

徒歩で 10 分の距離にある地点での値である．この値よ

り小さい地点では，駅周辺の都市活動集積や公共交通を

通じた集客は相対的に難しくなるといえる． 

検定の結果は図－10に示すとおり，仮説は棄却され，

公共交通利便性によってサイバーリスクに対する認識に

有意差がないことが確認された．しきい値を変動させた

検討も行ったが結果に変化はなく，フットルース化した

店舗や施設が特にサイバーリスク認識が高いという傾向

は認められなかった． 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ネット犯罪等のリスク

大きな会社に負ける

商品が伝わらない

顧客とのコミュニケーション

時間を要する

費用を要する

技術的に難しい

差別化ができない

全く認識していない

あまり認識していない

どちらともいえない

少し認識している

強く認識しているがとりにくい

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IMMR0.15未満

IMMR0.15以上 どちらともいえない

少し認識している

あまり認識していない

強く認識している

全く認識していない

(n=314)

(n=186)

図－9 ネット広報に対する 

様々なデメリットの認識程度(n=500) 

図－10 ネット犯罪等のリスクに対する 

認識の程度  

(IMMR指標高低別) 

p：0.61  
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(3)  個人によるネット利用の程度とサイバーリスク認

識の関連性 

 ネット広報を担当している程度や私生活でのネット利

用時間など，個人がネットを利用している程度により，

サイバーリスクに対する認識に違いが生じると考えられ

る．本節では，回答者自身がネットにどれだけ携わって

いるかを表す指標として，ネット広報担当率とネット利

用時間を用いて，サイバーリスクに対する認識に差異が

見られるか，検証を行った．前述のアンケート調査では，

「店舗や施設に関する広報に利用しているツールとその

担当者」を尋ねており，ネット広報全体において，「私

が担当している」と回答した割合を，「ネット広報担当

率」と定義した．またアンケートにおいては「個人的な

ネット利用時間」についても尋ねており，これを「ネッ

ト利用時間」と定義する．ネット広報担当率においては

0.5，ネット利用時間においては平均値である16時間を

しきい値として，サイバーリスクに対する認識について

分析を行う． 

 それぞれの検定結果を，図－11・12に示す．これらの

図から以下のことが考察できる． 

1)ネット広報担当率別に見るサイバーリスクに対する認

識の程度において，検定の結果，有意確率は0.98とな

り，仮説は棄却された．すなわち，回答者自身がネッ

ト広報を行っているのか，そうでないかによって，サ

イバーリスクに対する認識に差がないことが明らかと

なった． 

2)ネット利用時間別に見るサイバーリスクに対する認識

の程度においても，有意確率は0.60となり，仮説は棄

却された．つまり個人のネット利用時間によって，サ

イバーリスクの認識に差はないことが，判明した． 

(4)  ネット依存度とサイバーリスク認識の関連性 

サイバーリスクが顕在化した際の影響は，各店舗・施

設がどれだけネットに関わっているかで大きく異なる．

すなわちそのリスク認識も，サイバー空間への依存度合

いによって異なることが予測される．本節では，IMMR

指標に加え，ネット広報・ネット通販の依存群別にサイ

バーリスクに対する認識に差異があるかについて，同様

の検定を実施した．それぞれの検定結果を図－13・14

に示す．分析のしきい値についてはそれぞれ図中に示す

が，ネット広報についてはネット広報割合の中央値であ

る 68%をしきい値の一つとして用いている． 

 ネット広報とネット通販に関するこれらの図から以下

のことが考察できる． 

1)立地点の公共交通利便性に関わらず，ネット広報，ネ

ット通販とも，その依存度に応じてリスク認識に有意

差が見られた． 

2)ネット広報更新頻度群別に見ると，公共交通利便性の

低いところでは，広報がネットに依存するようになる

とリスク認識があるという回答比が高くなる傾向にあ

る．一方で，公共交通利便性の高いところでは，ネッ

ト広報更新が少なくなるとリスク認識がないという回

答比が高くなる傾向が見られる． 

3)ネット通販依存群別に見ると,公共交通利便性の低い

ところでは，ネット通販の有無によってリスク認識が

あるという回答比が異なっていることが読み取れる．

一方で，公共交通利便性の高いところではネット通販

への依存が高まるにつれ，リスク認識があるという回

答比が段階的に高くなっている． 

4)検定を通じて確かに回答の有意差は見られたが，図－

13・14を見る限り，その構成に抜本的な差異があると

いうわけではない．また，いずれの群においてもリス

ク認識を明示的に持つ者は少数派である事がわかる． 

6. おわりに

本研究で得られた成果は以下の通りである． 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ネット広報担当率低い

ネット広報担当率高い

(担当率0.5未満）

(担当率0.5以上）

全く当てはまらない

どちらとも

いえない

あまり当てはまらない

まあまあ当てはまる

とても当てはまる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ネット利用時間少ない

ネット利用時間多い

(週あたり16時間未満）

(週あたり16時間以上）

全く当てはまらない

どちらともいえない

あまり当てはまらない

まあまあ当てはまる

とても当てはまる

p：0.98  

図－11 ネット犯罪等のリスクに対する 

認識の程度（ネット広報担当率別） 

 

p：0.60 

図－12 ネット犯罪等のリスクに対する 

認識の程度（ネット利用時間別） 

(n=321) 

(n=179) 

(n=319) 

(n=181) 
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1)店舗・施設立地のフットルース化が進んだ現代社会に

おいて，空間的な視点をふまえてサイバーリスクの認

識状況を調査することの意義を初めて整理した． 

2)サイバー空間での広報を行っている店舗・施設を対象

とした Web アンケート調査を実施した．その結果，

情報の更新という観点から見て，ネット広報の割合は

その中央値で 80%を超えるほどの高い割合で実施され

ていた．一方で，ネット通販については，ジャンル別

に見た場合，いずれも 10～40%の範囲に中央値がある

ことが判明した．広報のネット化が先に進行し，販売

のネット化はまだ広報が到達した水準にはないことが

示された． 

3)サイバーリスクに対する認識は全体的に低調であるこ

とが示された．また，その状況は立地点の公共交通利

便性とは有意な関係性がないことも示された．すなわ

ち，フットルース化したからといって，その店舗や施

設がサイバーリスクにより注意を払うという状況には

ないことが明らかになった．加えて，個人がネットを

利用する程度によって，サイバーリスクに対する認識

に有意な差はないことが判明した．つまりネットを利

用している程，サイバーに対するリスク認識が高いと

いうわけではないことが言える． 

4)一方で，広報業務や販売業務がどれだけネットに依存

しているかによって，そのサイバーリスク認識には有

意な差があることが初めて提示された．特に公共交通

利便性の低い地域では，ネット広報についてはその更

新が多い店舗・施設について，ネット通販については

何らかのネット通販を実際に行っている店舗・施設に

ついて，相対的に高いリスク認知が行われていること

が明らかになった． 

5)公共交通利便性の高い場所に立地する店舗・施設でむ

しろネット広報が重点的に行われていること，また大

きな会社の方がネット広報上も有利であることが認識

されていることなどが示された．これらの知見は冒頭

に提示した古典的定説とはむしろ逆の結果である．サ

イバー空間の活用という観点から，統計的に見ればむ

しろ実空間での都心立地型大企業の方が情報インフラ

の活用に大きな投資を行い、競争優位となっている実

態が読み取れる． 

本研究の実施により，今後取り組むべき課題も明らか

になってきた．本報告で取り扱った内容は客観的な定量

データではあるが，広報の内容など，その質まで言及で

きていない．また，サイバーリスクが顕在化する想定外

事象として，情報インフラだけが利用不可能になる前提

を言外に置いている．検討対象とする事象以外の条件を

固定することは一般的な科学的アプローチであり，それ

自体には何 ら問題は無いと考える．しかし，実際にそ

のような想定外事象が発生する場合は実空間も何らかの

棄損を受ける可能性は高い．すなわち，実空間側の変動

とサイバー空間側の変動の両者を考慮して展開すべき問

題であろうと考えられ，そこで検討が必要となる諸課題

は数多い．今後の発展可能性が高い研究領域が新たに提

起されたという解釈が可能であろう． 
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認識の程度 
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